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 ２０１９年３月６日 

関係各位 

 

公益社団法人日本ニュービジネス協議会連合会（JNB） 

会  長    池 田  弘 

  

政 策 提 言 

「地方創生に資する少子化問題及び高齢化問題解消策について」 

 

Ⅰ.問題意識 

 政府は５年前から「５０年後に１億人程度の人口を維持するため、人口減少克服・地方

創生という構造的な課題に正面から取り組むための基本的視点のひとつとして東京一極集

中の是正」を掲げ政策を展開してきたが、東京への一極集中に歯止めがかからず、２０１

８年では東京圏への転入超は１４万人となっている。※別紙１ 図１参照 

 上記のような現状に鑑み東京一極集中是正のためにはこれまでにない異次元の政策を導

入することが必要と考える。 

Ⅱ.現状認識 

１．東京圏をはじめとした大都市圏の医療・介護問題への対応 

(1) 大都市圏では高齢化の進展に伴い、医療・介護需要が急速に拡大する。 

・東京圏での７５歳以上の人口割合 

2015～2025 年で 1.33 倍（東京都）～1.56 倍(埼玉県） 

※別紙 1 図２参照 

・東京圏での介護人材人手不足（2025 年：110,677 人の需給ギャップ） 

※別紙 1 図３参照 

(2) 東京在住者のうち、50 歳代男性の半数以上、また 50 歳代女性及び 60 歳代男女の

約３割が地方移住を予定又は検討したいとの意向を持っている。 

※別紙 1 図４参照 

 (3)介護医療を取り巻く現状・今後 

 〇東京圏 

   自治体による各種補助制度あり。 

      ・施設整備費及び介護士の人件費、 

       ⇒ 介護士の給与は地方の３割増し 

       ⇒ 介護士確保も施設用地確保も限界に近づいている 
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 〇地方 

   ・介護施設が今後、空き始める 

   ・東京圏からの移住が増えれば雇用が増える  

    ⇒ 介護ビジネスという産業が生まれる ⇒ 地方創生 

    ⇒ 東京圏の施設・介護士不足の緩和 

２．少子化問題への対応 

出生数は低下の一途をたどり、直近３年間は激減している。 

    ※別紙１ 図５参照 

 

 Ⅲ.提言要旨 

１．医療保険・介護保険制度の改正 

移住の際に既支払保険料を新居住市町村に付け替える住所地特例の適用範囲の拡大 

〇医療保険：在宅系サービスも対象に 

〇介護保険：現行の３．８割の対象範囲 ⇒ １０割に ※介護給付費額ベース 

２．介護保険料負担の公平性担保 

  転居（住民票の移動）する際には、それまで支払った介護保険料相当額を転居と共

に新たな転居先の市区町村に国が交付金として支給する。 

３．出産一時金制度の創設 

出生数が激減していることを危機ととらえ、出生数が直接増加するための大胆な 

   施策を実行すべき。中長期的に日本の国力を維持し、その伝統・文化を継承するた

めには、一定数の日本人の数が必要。 

(1)地方の急速な少子高齢化の進行に鑑み、起業や移住に関する支度金制度に準じた、

地方移住及び出産への報奨金制度を新設する。※別紙１ 図６参照 

(2)出産の場合は自治体の自助努力だけでなく、自治体が独自に制度設計し実施する報

奨制度支給額と同額を国が支給し、後押しする。 
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「別紙 1」 

図 1 

 

 

 

 

 

 

出所：住民基本台帳人口移動報告 平成 30 年 

 

図２

 

 出所：国立社会保障・人口 問題研究所「日本の地域別将来推計(平成 30(2018) 年 3 月推計 )」 

図３ 

 

出所：厚生労働省「2025 年に向けた介護人材にかかる需給推計（確定値）」 
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図 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：内閣府「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」 

 

図 5 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

5 

 

 

 


